
１ 背景・目的………………………………………………………………
本市の都市交通施策は、人口の増加に伴う交通容量の不足を背景として、量的な拡大をねらい

とした検討を進めてきた。
しかし、近年の人口減少、公共投資余力の低下などから、政策目標に対して効率的、かつ重
点的な計画を提案し、その実現に向けた行政運営をしていくことが求められている。
都市交通施策においても同様であることから、平成２０年に実施された第５回東京都市圏パーソン

トリップ調査結果を基礎とした総合都市交通体系調査を行い、国の「交通政策基本計画」や神
奈川県のまちづくり、交通計画の方向性を踏まえ、施設整備等のハード施策と交通需要マネジメン
ト等のソフト施策が一体となった交通計画の策定が必要不可欠である。
そこで、本市の将来都市交通像の実現に向けて、社会経済情勢の変化と動向を踏まえ、おお

むね１５年後の平成４２年を目標年次とする計画とするために、平成１５年３月に策定した「はだの
交通計画」（以下、「前回計画」という。）を改定する。

２ 前回計画の概要…………………………………………………………
⑴　策定の背景・目的

本市では、平成８年度に「秦野市道路網計画」を策定し、市内の交通環境を整えてきたが、
主要となる国道２４６号や主要地方道平塚秦野線を始めとして、依然として市内の交通渋滞が緩
和されない状態が続いていた。
さらに、近い将来に供用が予定されている第二東名自動車道（新東名高速道路）や厚木秦
野道路（国道２４６号バイパス）を見据えて、本市の望ましい道路交通体系の再構築が課題となっ
ていた。
そこで、平成１０年に実施された第４回東京都市圏パーソントリップ調査結果を基礎とした道路
交通体系調査を行い、おおむね２０年後の平成３２年を目標年次とする「長期交通計画」、おお
むね１０年後の平成２２年を目標年次とする「中期交通計画」及び現況における交通問題の改
善を目指す「交通改善プログラム」をまとめ、平成１５年３月に前回計画を策定した。
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⑵　基本目標と方針
■基本目標１）広域交通と都市内交通の円滑性を高めた道路交通体系の実現
・方針①　道路混雑の改善
・方針②　体系的な道路網の形成
■基本目標２）利便性の高い公共交通体系の実現
・方針③　バスの運行速度の改善
・方針④　公共交通の利便性の向上
■基本目標３）歩行者に優しい交通体系の実現
・方針⑤　バリアフリー化の推進
・方針⑥　安全・快適な歩道の整備
・方針⑦　安全・快適な自転車走行空間の整備
■基本目標４）環境に優しい交通体系の実現
・方針⑧　環境の改善
■基本目標５）交通需要マネジメントシステムを活かした交通体系の実現
・方針⑨　交通需要マネジメントシステムの総合的推進

⑶　長期交通計画の位置付け
平成３２年を目標年次とした長期交通計画では、交通の年齢別構成や目的構成等の変化に対
応する交通体系の構築と、多様な交通手段のニーズに応える道路構造、質の高い交通サービス
を提供するための公共交通や交通需要マネジメントシステム施策について検討し、これらを総括し
た交通ネットワーク体系を定めている。

図１　前回計画における長期交通計画
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17

前回予測人口のピーク

平成３０年：１７．９万人

⑷　前回計画の評価・分析

　ア　前回計画における人口設定
前回計画の策定当時の将来予測人口の推移は、目標年次の平成３２年まで、平成３０年

をピークとして人口が増加する傾向で予測されていた。しかし、平成２２年の国勢調査では、
予測人口において既に約６千人の差が生じているほか、最新の動向を踏まえた将来予測人口
と比較すると、平成３２年において約１万２千人の差が生じる等、交通需要の前提となる将来
人口に大きな乖離が生じている。
このように、交通需要の前提となる人口については、前回計画策定当時の増加基調とは異
なる傾向となっていることから、今後、人口減少を前提とした交通計画の検討が求められる。

　イ　前回計画で設定した評価指標の結果
前回計画では評価指標として「都市計画道路の整備延長」と「主要幹線街路（国道

２４６号、県道平塚秦野線、県道秦野二宮線）の平均混雑度」が位置付けられている。こ
れまでの施策展開による成果と課題について、各指標値の算定結果から次のように考察する。

　　　ア　都市計画道路の整備延長
都市計画道路整備延長は、平成２２年に５２．４キロメートル、平成３２年に７２．３キロメー

トルと目標水準を設定していたが、計画策定当時、平成２２年時点までの供用開始を見
込んでいた新東名高速道路が平成３２年度末の供用予定となったことで、平成２６年実
績で、３４．６キロメートルと目標水準には達していない状況となっている。

図２　人口推移及び将来人口推計結果の乖離
注）最新の予測人口は、「秦野市人口ビジョン」に基づく推計人口（平成２７年）。
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図４　主要幹線街路の平均混雑度

図３　都市計画道路の整備延長

　　　イ　主要幹線街路の平均混雑度
平成２２年に１．１８、平成３２年に１．０４と目標水準を設定していたが、平成２２年道路
交通センサスに基づく観測値では、主要幹線街路の平均混雑度が１．５７となり、達成目
標水準の１．２５を大きく上回っている状況となっている。
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　ウ　評価・分析
前回計画を策定した平成１５年当時の経済状況は、現在と比べ危機意識が少なく、人口

も逓増状況であり、今後の新東名高速道路や厚木秦野道路の整備を契機とした拡大基調の
期待感を持った計画立案が可能であった。
しかし、計画策定後、当初予想より早く少子高齢化及び人口減少社会が到来し、安定的
な財源の確保等が難しくなる中、我が国では、効果的な施策展開が見い出されないまま、経
済の低成長が続き、また、リーマンショックによる世界的な景気悪化、平成２３年に発生した東
日本大震災による影響などを受け、本市を含め全国的に財政状況も芳しくない状況となった。
このため、当初計画との間に乖離が生じ、その結果、目指していた都市計画道路の整備
をはじめ、前回計画に位置づけた目標や成果を達成することが非常に厳しくなり、これに連動
して道路交通需要を捌くことが難しくなったために混雑度の改善には至らなかった。
そのような中、一部の街路整備や交差点改良事業は実施できたものの、多額な財源を要す

るハード面での大きな施策展開は困難であったが、公共交通の利用促進の取り組み及び環
境に寄与するソフト面での交通需要マネジメント等の推進を図った。

⑸　交通計画改定の必要性
人口減少が進み、厳しい財政政策のもとでは、公共投資や行政サービスを効率的に行えるま

ちづくりが望ましく、以上のような社会情勢を背景に、財政状況が一段と厳しくなった昨今の情勢
を踏まえ、本市の都市像を実現するために効率的かつ効果的な交通施策を絞り込みながら、最
大限の効果を発揮するための、新たな交通施策の方針を検討することが求められる。
国においても全国的な人口減少傾向が顕著となり、地域社会の疲弊を打破するための取組の
推進や、人口政策、経済政策の転換を進めており、地方の動きと結びつきながら、政策を推進
していく必要性が明白となってきている。
このような状況下においては、本市の交通施策の方向性として、前回計画で位置付けられた
中期（平成２２年）を経過した今、計画に位置付けた施策の進ちょく状況や効果・課題等を踏ま
えながら、前回計画の検証を適切に行い、より効果的なものとしていくための方針検討が求めら
れている。
また、今後の方向性の検討に当たり、最新の交通動向に関する統計データ等に基づく解析を
行いながら、本市における交通を取り巻く新たな環境と課題に対応し、近々に迫った新東名高速
道路や厚木秦野道路の整備をはじめとしたインフラ整備への対応等を含め、道路整備だけでなく、
公共交通の利用促進や歩行者・自転車対策、まちづくりとの連携等を踏まえた、より総合的な計
画策定が求められる。
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【関連計画】
・環境基本計画
・地域防災計画
・地域福祉計画
・高齢者保健福祉計画
・障害者福祉計画 等

交通に関する個別計画
（実施計画）

道路
整備

公共
交通

バリア
フリー など

秦野市
都市マスタープラン

国・県の都市・交通計画
その他関連計画

（国）国土強靭化基本法、まち・ひと・しごと創生法、
交通政策基本法、地域公共交通活性化再生法、
都市再生特別措置法に基づく各種計画

（県）かながわグランドデザイン、
秦野都市計画 都市計画区域の整備、開発及び
保全の方針、
かながわ交通計画、かながわみちづくり計画等

秦野市総合計画
（HADANO2020プラン）

「はだの交通計画」 連携

３ 本計画の位置付け………………………………………………………
総合都市交通体系とは、交通に加えてまちづくり、環境、福祉等の各行政分野の交通に関わるハー

ド・ソフト施策を総合的に取り組んでいく方針として取りまとめるものである。
本計画は、秦野市総合計画、国・県の各種計画等の上位計画との整合及び関連計画との連
携を図りながら、本市の交通に関する基本方針と重点的な方向性を定め、交通に関する個別計画
に反映（連携）させるものとして位置付ける。

図５　総合都市交通体系の位置付け

図６　本計画の位置付け
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＜国土強靱化の基本目標＞
１．人命の保護が最大限図られること
２．国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持されること
３．国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
４．迅速な復旧復興

【参考】国・県・本市の上位計画等の概要

⑴　国土強靭化法に基づく国土強靱化基本計画（平成26年6月閣議決定）

我が国がこれまで経験した大規模自然災害の歴史を踏まえ、人命を守り、また経済社会が致
命的な被害を受けずに、迅速に回復する、「強さとしなやかさ」を備えた国土、経済社会システ
ムを平時から構築するという発想に基づき、４つの基本目標のもと、ＰＤＣＡサイクルを繰り返し見直
しながら推進することとされている。

⑵　まち・ひと・しごと創生法（平成26年11月公布）
人口急減や超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対し、政府が一体となって取り組み、
各地域がそれぞれの特徴を生かした自立的で持続的な社会を創生することを目的として、制定さ
れている。
この中で、人口減少への対応を図っていくとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、
それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくた
めに、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合的かつ計画的に実施することとしている。

　

図７　国土強靭化の概要
（資料）「国土強靭化とは？」内閣官房国土強靭化推進室
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少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域
で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生（※）に関する施策を
総合的かつ計画的に実施する。

※まち・ひと・しごと創生：以下を一体的に推進すること。
まち…国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営める地域社会の形成
ひと…地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保
しごと…地域における魅力ある多様な就業の機会の創出

目的（第１条）

まち・ひと・しごと創生法の概要

基本理念（第２条）

①国民が個性豊かで魅力ある地域社会で潤いのある豊かな生活を営めるよ
う、それぞれの地域の実情に応じた環境を整備

②日常生活・社会生活の基盤となるサービスについて、需要・供給を長期
的に見通しつつ、住民負担の程度を考慮して、事業者・住民の理解・協
力を得ながら、現在・将来における提供を確保

③結婚・出産は個人の決定に基づくものであることを基本としつつ、結
婚・出産・育児について希望を持てる社会が形成されるよう環境を整備

④仕事と生活の調和を図れるよう環境を整備

⑤地域の特性を生かした創業の促進・事業活動の活性
化により、魅力ある就業の機会を創出

⑥地域の実情に応じ、地方公共団体相互の連携協力に
よる効率的かつ効果的な行政運営の確保を図る

⑦国・地方公共団体・事業者が相互に連携を図りなが
ら協力するよう努める

本部長：
内閣総理大臣

副本部長（予定）：
内閣官房長官
地方創生担当大臣

本部員：
上記以外の全閣僚

まち・ひと・しごと
創生本部

（第１１条～第２０条）
案の作成

実施の推進

実施状況の
総合的な検証

内容：まち・ひと・しごと
創生に関する目標や施策
に関する基本的方向等

※人口の現状・将来見通
しを踏まえるとともに、
客観的指標を設定

まち・ひと・しごと創生
総合戦略（閣議決定）

（第８条）
勘案

勘案

内容：まち・ひと・しごと創生に関する
目標や施策に関する基本的方向等

都道府県まち・ひと・しごと創生
総合戦略（努力義務）（第９条）

勘案

内容：まち・ひと・しごと創生に関する
目標や施策に関する基本的方向等

市町村まち・ひと・しごと創生
総合戦略（努力義務）（第９条）

施行期日：公布日（平成26年11月28日）。ただし、創生本部・総合戦略に関する規定は、平成26年12月２日。

交通政策基本計画の概要

【本計画が対応すべき社会・経済の動き】
（１）人口急減、超高齢化の中で個性あふれる地方創生 （２）グローバリゼーションの進展 （３）巨大災害の切迫、インフラの老朽化

（４）地球環境問題 （５）ＩＣＴの劇的な進歩など技術革新の進展 （６）東日本大震災からの復興 （７）2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催

Ａ．豊かな国民生活に資する使い
やすい交通の実現

【日常手段の交通手段確保】(１６条)

【高齢者、障害者、妊産婦等の円滑な移動】(１７条)
【交通の利便性向上、円滑化、効率化】(１８条)

【まちづくり視点からの施策推進】(１９条)

①自治体中心に、ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ化等まちづくり施
策と連携し、地域交通ﾈｯﾄﾜｰｸを再構築する

②地域の実情を踏まえた多様な交通サービス
の展開を後押しする

③バリアフリーをより一層身近なものにする

④旅客交通・物流のサービスレベルをさらなる
高みへ引き上げる

Ｂ．成長と繁栄の基盤となる国
際・地域間の旅客交通・物流
ネットワークの構築

【産業・観光等の国際競争力強化】(１９条)
【地域の活力の向上】(２０条)
【観光立国の観点からの施策推進】(２６条)
【国際連携確保・国際協力】(３０条)

①我が国の国際交通ネットワークの競争力
を強化する

②地域間のヒト・モノの流動を拡大する

③訪日外客2000万人に向け、観光施策と
連携した取組を強める

④我が国の技術とノウハウを活かした交通
ｲﾝﾌﾗ・ｻｰﾋﾞｽをグローバルに展開する

Ｃ．持続可能で安心・安全な
交通に向けた基盤づくり

①大規模災害や老朽化への備えを万全
なものとする

②交通関連事業の基盤を強化し、安定
的な運行と安全確保に万全を期する

③交通を担う人材を確保し、育てる

④さらなる低炭素化、省エネ化等の環境
対策を進める

【運輸事業等の健全な発展】(２１条)
【大規模災害時の機能低下抑制、迅速

な回復】(２０条)
【環境負荷の低減】(２３条)

【関係者の責務・連携】(８～１２．２７条)
【総合的な交通体系の整備】(２４条)
【調査・研究】(２８条)
【技術の開発及び普及】(２９条)
【国民の立場に立った施策】(３１条)

基本法上の国の施策 施策の推進に当たって特に留意すべき事項

①適切な「見える化」やフォローアップを行いつつ、国民・利用者の視点に立って交通に関する施策を講ずる

②国、自治体、事業者、利用者、地域住民等の関係者が責務・役割を担いつつ連携・協議する

③ICT等による情報の活用をはじめとして、技術革新によるイノベーションを進める

④2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催とその後を見据えた取組を進める

⑶　交通政策基本法に基づく交通政策基本計画（平成27年2月閣議決定）
人口急減や少子化、超高齢化、都市間競争の激化等のグローバリゼーションの進展、巨大災
害の切迫、インフラの老朽化、地球環境問題、情報通信技術の劇的な進歩等による技術革新
の進展等、多様かつ重大な課題に直面している中で、交通の分野で政府を挙げて取り組み、今
後講じるべき交通に関する施策について定めたものである。

図８　まち・ひと・しごと創生法の概要
（資料）内閣官房ホームページ

図９　交通政策基本計画の概要
（資料）「交通施策基本計画について」（平成２７年２月）
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基本理念「いのち輝くマグネット神奈川」を実現する
神奈川の将来像
　１　行ってみたい、住んでみたい、人を引きつける魅力あふれる神奈川
　２　いのちが輝き、誰もが元気で長生きできる神奈川
　３　県民総力戦で創る神奈川

【目標年次：平成３７年】

交通体系の方針
１　今後とも増大する需要に対しては、極力公共交通機関の活用を図りつつ各種交通機関の

効率的な利用を促進し、それらの総合的な体系化と整備を図るものとする。
２　特に道路については、市街地内の通過交通を排除できるよう幹線道路の整備充実を図る

ものとする。
３　交通施設計画にあたっては、交通管理にも十分に配慮し、長期的視点に立った計画的な

整備を行うものとする。
４　これら交通施設の整備にあたっては、その構造等について、沿道環境への影響に十分に

配慮し、快適な交通空間の整備に努める。
５　生活道路系の交通施設については、本区域の都市づくりの理念「安全で安心して快適に

暮らせるまちをつくる」に基づき、バリアフリー化、歩車道の分離、交通安全施設の整備
を積極的に推進し、交通弱者に配慮した利便性の高い道路網の形成を進めるものとする。

６　なお、都市計画道路等については、その必要性や配置、構造の検証など見直しを行い、
地域の実情や社会経済状況の変化を踏まえ、良好な交通ネットワークの形成に資するよう
に配慮する。
【目標年次：平成２７年】

⑷　かながわグランドデザイン（平成24年3月策定）
確実に到来する超高齢社会等への十分な対応を図るとともに、東日本大震災及び福島第一原
子力発電所の事故に起因する社会環境の変化への対応を行うため、平成３７年を展望し、｢『い
のち輝くマグネット神奈川』を実現する｣ を基本理念に掲げ、神奈川の将来像や政策の基本方
向をまとめたものである。

⑸　秦野都市計画　都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（平成21年9月）
交通体系の方針として６つの方針が示されており、この中で、各種交通機関の利用促進と総
合的な体系化・整備を進めていくこととされているほか、幹線道路の整備充実、交通管理への配
慮を合わせた長期的視点に立った計画的な整備、環境への影響に配慮した快適な交通空間の
整備、安全で安心して快適に暮らせるまちをつくるための障がい者等に配慮した利便性の高い道
路網の形成、地域の実情や社会経済状況の変化を踏まえながら良好な交通ネットワークの形成が
示されている。
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都市づくりの基本方向（「かながわ都市マスタープラン（平成１９年１０月改定）」より）
　１　環境と共生した安全性の高い県土の形成
　２　自立と連携による活力ある県土の形成

都市交通の目標
　１　交通網の充実による県内外・地域間の連携強化
　２　利便性、快適性、安全性の確保
　３　都市交通に係る環境負荷の低減

【目標年次：平成３７年】

道路を取り巻く状況の変化と計画の考え方
【状況の変化】

・東京２０２０オリンピック・パラリン
ピックの開催

・「国家戦略特区」など３つの特区指
定

・さがみ縦貫道路などの開通
・東日本大震災を踏まえた災害への対

応力の強化
・道路施設の老朽化

【計画の考え方】
・より一層の選択と集中を図り、必要

な道路を整備
・道路をより使いやすくするために、

今ある道路を最大限に活用
・道路を永く安全に使うために、適切

な維持管理

10 
 

 

道路網整備計画

自動車専用道路網の整備

ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ接続道路の整備

交流幹線道路網の整備

道路活用計画

交通流の円滑化

交通安全の確保

道路環境の改善

利便性の向上

道路維持管理計画

老朽化対策の実施

災害対応力の強化

継続的な維持管理の実施

⑹　かながわ交通計画（平成19年10月改定）
県の交通施策に関する部門別計画である「かながわ交通計画」では、都市づくりの基本方向

である「環境と共生した安全性の高い県土の形成」と「自立と連携による活力ある県土の形成」
に基づき、３つの都市交通の目標が示されている。

⑺　かながわのみちづくり計画（平成28年3月改定）
「かながわ交通計画」に基づく道路部門の実施計画である「かながわのみちづくり計画」では、
５つの観点から道路を取り巻く状況の変化を整理し、３つの計画の考え方を設定している。これに
基づき、「道路整備計画」、「道路活用計画」、「道路維持管理計画」の３つの施策体系となっ
ている。
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都市像「みどり豊かな暮らしよい都市」
施策大綱
　１　豊かな自然と調和した快適なまちづくり
　２　地域で支えあい安心・安全に暮らせるまちづくり
　３　産業活力を創造し多彩な魅力に出会えるまちづくり
　４　豊かな感性をはぐくみ笑顔あふれるまちづくり
　５　市民と行政が共に力をあわせて創るまちづくり

【基本構想：平成２８年度〜平成３２年度】

都市づくりの基本的な方向
　１　水とみどりと心豊かなまちをつくる
　２　安全で安心して快適に暮らせるまちをつくる
　３　社会情勢の変化に対応し、個性と活力のあるまちをつくる
　４　景観に配慮されたまちをつくる
都市づくりの目標
　「丹沢の山々に育まれゆとりと活力のあるまち」

【目標年次：平成３２年】

⑻　秦野市総合計画『ＨＡＤＡＮＯ２０２０プラン』後期基本計画
　 （平成28年3月策定）

本市の都市像である「みどり豊かな暮らしよい都市」の実現に向けて、基本計画全体を先頭
に立って導き、誘導的、重点的に取り組んでいく「リーディングプロジェクト『“ 住み続けたい・住
んでみたい魅力あふれるまち”プロジェクト』」を設定し、４つのプロジェクトが位置付けられている
ほか、「まち・ひと・しごと創生法」に基づく地方版総合戦略とも整合を図りつつ施策が位置付け
られている。

⑼　秦野市都市マスタープラン（平成24年3月改定）
将来の都市づくりの基本的な方向を示すとともに、都市づくりの目標として「丹沢の山々に育ま

れゆとりと活力のあるまち」を掲げている。
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４ 目標年次…………………………………………………………………
本計画の目標年次は、おおむね１５年後の「平成４２年」とする。
なお、目標年次に向けて取り組むべき施策について、短期（おおむね５年以内）、中期（おおむ
ね１０年以内）の各段階での施策展開方針についても検討の対象とする。

５ 検討フロー………………………………………………………………
本計画については、下図に示すフローに基づき検討を行った。

 

 

１　社会経済情勢・現況交通需要の変化や動向に関する特性分析

２　市民の交通に対する
意識調査

３　交通量調査の実施
（市内主要交差点）

４　「はだの交通計画」に位置づけられた施策の実施状況・
効果及び課題の分析

５　本市の交通課題の整理

１　本市の将来都市像の検討

２　都市交通計画の目標検討

３　都市交通施策案の検討

４　将来手段別交通需要の予測

検討ケース設定

ネットワークデータ作成

将来手段別交通量推計

予測モデル
構築

１　将来交通需要分析に基づく都市交通施策案の評価と施策検討

２　本計画の素案の検討

３　本計画の策定とパブリックコメントの実施

４　本計画の策定

平成
２５年度

平成
２６年度

平成
２７年度

図１０　検討フロー
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